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瀬戸市地域力向上活動推進補助金交付要綱 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、瀬戸市地域力向上プラン（平成１９年１１月答申）に基

づき、市民が主体的に行う地域活動を支援することにより、地域力の向上を

促し市民による自助及び共助活動の増進に資するよう瀬戸市地域力向上活動

推進補助金（以下「補助金」という。）を予算の範囲内において交付するこ

とについて必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この要綱において「地域力」とは、防犯、防災、安全、高齢化、教育、

少子化、環境等地域が抱える課題に対して地域住民が関心を持ち、自ら活動

に参画し課題解決に向けた安全安心なまちづくりに取り組む総合的な力をい

う。 

 （補助対象団体） 

第３条 補助金の交付を受けることができる団体（以下「補助対象団体」とい

う。）は、次の表に掲げる団体とする。 

団体区分 補助対象団体 

地域力向上

推 進 組 織

（以下「推

進組織」と

いう。） 

市が認定した組織かつ地域内の各種団体と連携して地域力

の向上と地域課題解決をするための計画（以下単に「計

画」という。）の実施又は策定に取り組む組織 

（補助対象活動） 

第４条 補助の対象となる活動（以下「補助対象活動」という。）は、次の表

に掲げる事業とする。 

補助対象活動 補助対象活動内容 

地域力向上活動 補助対象団体が計画又は総会等で実施の承認を得た年

次計画に基づき、地域力向上のために企画、立案し、

実行する活動のうち、次に掲げるいずれかの取組に該

当する活動。また、その取組を周知するための活動。 

 ⑴ 防犯の強化に関する活動 

⑵ 災害への準備及び初期対応能力の向上に関する活

動 

⑶ 交通安全に関する活動 

⑷ 高齢者の生涯現役化に関する活動 

⑸ 地域住民の知識及び経験の活用に関する活動 

⑹ 地域における教育及び子育て機能の強化に関する

活動 
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２ 市長は、前項に掲げるもののほか特に適当であると認める活動を補助対象

活動とすることができる。 

（補助対象期間） 

第５条 補助の対象となる期間は、補助金の交付の決定を行った日の属する年

度の４月１日から３月３１日までの期間とする。ただし、新規の補助対象団

体については、補助金の交付の決定を行った日が１月１日以後の場合は、当

該決定の日の属する年度の１月１日から３月３１日までの期間とする。 

（対象外活動） 

第６条 第４条の規定にかかわらず、次に掲げる活動は、補助の対象としない。 

 ⑴ 特定の思想、政治又は宗教的な活動を目的とする活動 

 ⑵ 国、県、市及び公益法人から他の制度により補助金、助成金の交付又は

事業委託を受けている活動。ただし、会計上明確な区分がなされている活

動はこの限りでない。 

 ⑶ その他市長が適当でないと認める活動 

（補助対象経費） 

第７条 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、

次に掲げる経費とする。 

⑴ 地域力向上活動の初動（同一団体１申請に限る。）において次の表に掲

げる対象備品に関する経費 

対象備品 補助限度額（円） 

パソコン（周辺機器、起動に必要なソフト

及びネット接続のための工事費も含む。）

プリンタ、プリンタラック、デジタルカメ

ラ一式 

２００,０００ 

⑵ 活動に使用する消耗品に関する経費（１つの事業における金額の上限は

１０万円とする。） 

⑶ 活動に使用する備品に関する経費（１つの事業における金額の上限は３

万円とする。） 

⑷ 活動において飲食が必要不可欠であり、かつ、食材等の調達が必要な場

合の食糧調達に関する経費（１つの事業における金額の上限は３万円とす

る。） 

⑺ ごみ、資源リサイクル等の生活環境問題の改善に

関する活動 

⑻ 誰もが安心して住める環境づくりに関する活動 

⑼ 地域の伝統及び文化の継承に関する活動 

地域力向上計画

策定活動 

計画を策定するために必要な事業及び活動 
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⑸ 研修等のための会場借り上げ等に関する経費及び講師への謝礼に関する

経費 

 ⑹ ポスター、チラシ等の作成及び印刷に関する経費  

 ⑺ 地域力向上ホームページの運営に必要な通信料  

 ⑻ 視察に関する経費（推進組織構成グループの構成員のみを対象とする視

察は、対象外とする。） 

⑼ その他市長が補助の対象として認める経費 

（補助対象外経費） 

第８条 前条の規定にかかわらず、次に掲げる経費は、補助金の交付の対象と

しない。 

⑴  補助対象団体の構成員に対する人件費、謝礼等の経費 

⑵ 活動を伴わない資機材等を整備又は備蓄するための経費 

⑶ 補助対象団体の親睦会、反省会等で飲食を伴う会合の飲食等の経費 

⑷ 活動の拠点となる施設の整備（付属部分の修理及び修繕又は造作を加え 

ることを含む）にあたる経費 

⑸ 活動の成果が、直接住民に還元すると認められない経費 

⑹ その他当該活動の実施にかかる直接経費と認められない経費 

⑺ 前各号に掲げるもののほか市長が補助の対象として認めない経費 

（補助金額等） 

第９条 市長は、予算の範囲において、第７条に定める経費に対して、次の表

に掲げる補助金を交付するものとする。 

補助対象団体 補助対象活動 
補助率

（％） 

年間補助限度額

（円） 

推進組織 

地域力向上活動及

び地域力向上計画

策定活動 

１００ 当該年度予算配当額

に応じて決定する。 

２ 補助金の交付額は、補助対象経費の額が、前項の年間補助限度額に満たな

いときは、当該補助対象経費の額とする。 

（補助金交付の申請） 

第１０条 補助金の交付を受けようとする補助対象団体は、次に掲げる書類を

市長に提出しなければならない。 

⑴ 瀬戸市地域力向上活動推進補助金申請書（第１号様式） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

（補助金の申請期間） 

第１１条 前条に掲げる書類は、次の表に掲げる期間内に市長に提出しなけれ

ばならない。 

補助対象団体 申請期間 
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補助対象となる年度に

計画を策定する推進組

織 

推進組織発足後、随時 

計画を策定済みの推進

組織 

４月１日から６月３０日まで 

（補助金交付決定） 

第１２条 市長は、補助対象団体から第１０条の規定による補助金の申請があ

った場合は、その内容を審査し、適当と認めるときは、申請の日から３０日

以内に補助金の交付を決定し、瀬戸市地域力向上活動推進補助金交付決定通

知書（第２号様式）により補助対象団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の通知に際して、必要な条件を付すことができる。 

３ 市長は、審査の結果、補助金を交付することを適当と認めないときは、瀬

戸市地域力向上活動推進補助金不交付決定通知書（第３号様式）により当該

補助対象団体に通知するものとする。 

（補助金の支払） 

第１３条 補助金の交付の決定を受けた補助対象団体（以下「補助交付決定団

体」という。）は、次に掲げる書類を速やかに市長に提出しなければならな

い。 

⑴ 瀬戸市地域力向上活動推進補助金請求書（第４号様式） 

⑵ その他市長が必要と認める書類 

２ 市長は、前項の規定により書類の提出を受けたときは、速やかに補助金を

支払うものとする。 

（活動内容変更の承認申請） 

第１４条 補助交付決定団体は、補助対象活動の内容を変更しようとするとき

は、瀬戸市地域力向上活動推進補助金変更申請書（第５号様式）を市長に提

出し、その内容について承認を得なければならない。ただし、軽微な変更に

ついては、この限りでない。 

２ 市長は、前項の申請を承認したときは、瀬戸市地域力向上活動推進補助金

変更交付決定通知書（第６号様式）により、当該補助対象団体に通知するも

のとする。 

（活動申請の取下げ） 

第１５条 補助交付決定団体は、補助対象活動を取り下げようとするときは、

瀬戸市地域力向上活動推進補助金申請取下げ書（第７号様式）を市長に提出

し、承認を得なければならない。 

２ 前項の取下げ書の提出があったときは、第１２条の瀬戸市地域力向上活動

推進補助金交付決定がなかったものとする。この場合において、第１３条第

２項の規定により交付済みの補助金があるときは、期限を定めて当該補助金

の返還を命じるものとする。 
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（活動実績の報告） 

第１６条 補助交付決定団体は、補助対象活動が完了したときは、事業が完了

した日から起算して３０日以内又は補助金交付決定の翌年度の４月１０日の

いずれか早い日までに、瀬戸市地域力向上活動推進補助金実績報告書（第８

号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 補助交付決定団体は、本活動に関する経費について明確にし、全ての書類

を補助対象活動の完了した日の属する年度終了後５年間保管しなければなら

ない。 

（交付決定の取消し及び補助金の返還） 

第１７条 市長は、補助交付決定団体が次の各号のいずれかに該当するときは、

補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すとともに、第１３条第２項の規

定により支払った補助金の全部又は一部について、期限を定めて返還を命じ

るものとする。 

 ⑴ 虚偽その他不正の手段により補助金の交付の決定を受けたとき。 

⑵ この要綱に違反したとき。 

 ⑶ 補助金の交付に際して付した条件に違反したとき。 

⑷ その他市長が不適当と認めるとき。 

 （補助金額の確定及び精算） 

第１８条 市長は、第１６条第１項に規定する書類の提出を受けた場合は、そ

の内容を審査し、適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、瀬

戸市地域力向上活動推進補助金確定及び精算通知書（第９号様式）により補

助交付決定団体に通知するものとする。 

２ 市長は、前項の規定により確定した補助金の額が、第１３条の規定により

既に支払った補助金の額に満たないときは、補助交付決定団体に対しその差

額について期限を定め、返還を命じ精算するものとする。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、市長が別に定める。 

 

附 則 

第１条 この要綱は、平成２２年６月１日から施行する。 

（平成２２年度の特例） 

第２条 平成２２年度の第１０条の申請において、この要綱の施行の際既に補

助対象団体が第４条に規定する補助対象活動を行っていると市長が認める場

合は、当該補助対象団体は、当該申請に当該補助対象活動を含めることがで

きるものとする。 

２ 平成２２年度の第１１条に規定する申請期間は、同条の表中「４月１日か

ら３０日まで」とあるのは「６月１日から６月３０日まで」とする。 

  附 則 
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この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成３１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、令和２年４月１日から施行する。 

  附 則 

１ この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて作成されている

申請書その他の用紙は、改正後の各要綱の規定にかかわらず、当分の間、使

用することができる。 

附 則 

（施行期日） 

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。 

 （経過措置）  

２ この要綱の施行の際現に改正前の各要綱の規定に基づいて作成されている

申請書その他の用紙は、改正後の各要綱の規定にかかわらず、当分の間、使

用することができる。 

 


